
３　事業報告書

　令和７年度（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

（１）農作物共済関係

（引　受）

徴　　収
共済掛金

交付金又は
納入保険料(△)

手　　持
共済掛金

(A) (B) (A)±(B)
人 ａ 円 円 円 円

全　相　殺 2,554 225,846.0 1,607,859,089 2,645,982

半　相　殺 102 31,266.1 71,349,471 109,526

地域インデックス 13,058 642,110.4 5,520,266,336 2,242,890

延 15,714

実 15,603

半　相　殺 0 0.0 0 0

災害収入共済 51 53,585.4 188,719,885 2,813,464

延 51

実 50

半　相　殺 0 0.0 0 0

災害収入共済 44 51,959.6 164,741,831 2,586,375

延 44

実 43

9,893,792

年産 組合員数 引受面積共済目的

1,235,307

計

引受方式

水稲

51,959.6

計

麦

899,222.5

1,343,378

共済金額

53,585.4

８年産

7,199,474,896 4,998,398 4,895,394

麦

計 164,741,831 2,586,375 △ 1,351,068

７年産

188,719,885 2,813,464 △ 1,470,086



（参　考）

％ ％ ％ ％

94.9 97.5 97.3 98.0
％ ％

102.9 104.7
円

80,063
ａ 円

57.6 461,416
％ ％ ％ ％

84.7 86.8 71.7 34.7
％ ％

84.5 61.3
円

35,219
ａ 円

1,071.7 3,774,398
％ ％ ％ ％

86.0 97.0 87.3 91.9
％ ％

95.7 75.1
円

31,706
ａ 円

1,208.4 3,831,205

７年産水稲

８年産麦

年産 共済目的 事　　項 組合員数 引受面積 共済金額 徴収共済掛金

前年度対比

事業計画対比

10a当たり

10a当たり

１組合員当たり

１組合員当たり

前年度対比

事業計画対比

10a当たり

１組合員当たり

引受戸数は7戸減少し（前年対比86.0％）、引受面積は1,625.8a減少した（前年対比97.0％）。引受減少の主な理由は収
入保険への移行による。

８年産

７年産

麦

麦

水稲

引受戸数は前年対比94.9％、引受面積は97.5％、共済金額は97.3％であった。引受方式ごとの引受面積全体に占める割
合は全相殺方式25.1％、半相殺方式は3.5％、地域インデックス方式は71.4％となった。

（ア）引受の概況

前年度対比

事業計画対比



（被　害）

共済金

共済金額
人 円 ％

全　相　殺 81 4,435,173 0.3

半　相　殺 4 1,607,778 2.3

地域インデックス 200 8,614,022 0.2

計 285 14,656,973 0.2

半　相　殺 0 0 - 

災害収入共済 22 3,496,629 1.9

計 22 3,496,629 1.9

307 18,153,602 0.2

（イ）被害の概況

水稲

麦

　県内各地で風水害が発生した一方、岐阜、中濃、東濃支所管内では雨不足による渇水のため干害が発生した。高温多湿によ
り県内各地でいもち病等が発生し、岐阜、西濃支所管内では高温障害による収量減も見られた。カメムシ類の吸汁により不稔
籾が発生し、さらに中山間地域を中心にイノシシ、シカ等による獣害、岐阜、西濃、中濃支所管内ではジャンボタニシによる
食害が発生した。
　県下の金額被害率は0.2%（前年0.5%）、支払共済金は14,656,973円となり、前年より21,464,351円減少した。
　全相殺方式は、被害面積5,268.8a、共済減収量44,472kg、共済金4,435,173円、金額被害率0.3%（前年1.1%）となった。
　半相殺方式は、被害面積3,661.6a、共済減収量8,774kg、共済金1,607,778円、金額被害率2.3%（前年2.4%）となった。
　地域インデックス方式は、被害面積3,633.6a、共済減収量43,726kg、共済金8,614,022円、金額被害率0.2%（前年0.3%）と
なった。
　農林水産省東海農政局による作況単収指数は、全国では102、岐阜県では103であった。

　播種時期等の降雨による影響のため、土壌湿潤害が発生し減収となった。また、中山間地域のほ場ではシカ等による獣害が
発生した。
　半相殺方式の引受は無かった。
　災害収入共済方式は、生産金額の減少額3,496,629円、共済金3,496,629円、金額被害率1.9%（前年10.6%）となった。

共済目的

合計

麦

共済金被害組合員数引受方式

水稲



（ウ）評価の概況

水稲

麦

　全相殺方式は、被害申告のあった農家の出荷量を調査し、適正な損害評価に努めた。
　半相殺方式は、支所及び類区分（主食用米・飼料用米）ごとに評価地区を設定した。県下で20筆抜取(実測)調査して悉皆調
査との単収差を計算するとともに見回り調査も実施し当初評価高案を作成した。
　損害評価会を半相殺方式は12月22日、全相殺方式及び地域インデックス方式は３月18日に開催し、当初評価高案の諮問・答
申を経て、組合員へ共済金を支払った。

　災害収入共済方式は、被害申告のあった農家の出荷量等を調査し、適正な損害評価に努めた。
　損害評価会を11月11日に開催し、当初評価高案の諮問・答申を経て、組合員へ共済金を支払った。



（支　払）

共済金
円 円 円 円 円 円 ％

全　相　殺 4,435,173 100.0

半　相　殺 1,607,778 100.0

地域インデックス 8,614,022 100.0

計 14,656,973 0 9,893,792 4,763,181 0 0 100.0

半　相　殺 0 - 

災害収入共済 3,496,629 100.0

計 3,496,629 0 1,343,378 2,153,251 0 0 100.0

18,153,602 0 11,237,170 6,916,432 0 0 100.0

（損害防止）

　　　損害防止助成

・防除報作成補助金（700,000円）

引受方式

水稲

麦

3月26日

12月25日

3月26日～3月31日

-

11月25日

実支払
共済金

保険金
手持掛金
充当額

その他

補助事業者等が行った農作物損害防止事業に助成した。

法定積立金
充当額

特別積立金
充当額

合計

実支払
共済金

共　済　金　支　払　財　源

支払月日共済目的



（２）家畜共済関係

（引　受）

(A) (B) (C) (A)-(B)+(C)
頭 頭 頭 ％ 千円 円 円 円 円

搾乳牛 3,605 3,760 3,959 105.3 757,617 13,494,493

育成乳牛 2,903 2,312

繁殖用雌牛 8,037 8,296 8,055 97.1 2,104,336 14,721,932

育成・肥育牛 42,972 41,920

繁殖用雌馬 11 13 14 107.7 2,959 67,946

育成・肥育馬 28 43 35 81.4 9,651 128,203

種豚 7,034 4,403 2,533 57.5 161,778 40,051

肉豚 83,406 38,310 27,877 72.8 379,126 192,172

種雄牛 8 0 0 0.0 0 0

種雄馬 0 0 0 0.0 0 0

計 138,604 100,700 86,705 86.1 19,824,423 133,676,769 194,525 133,280,638 266,762,882

乳用牛 5,217 4,390 3,642 83.0 59,864 18,714,132

肉用牛 42,900 32,572 31,757 97.5 288,633 69,933,755

一般馬 39 48 39 81.3 508 77,375

種豚 7,034 0 0 0.0 0 0

種雄牛 8 1 3 300.0 124 2,371

種雄馬 0 0 0 0.0 0 0

計 55,198 37,011 35,441 95.8 349,129 88,727,633 3,318 88,727,475 177,451,790

193,802 137,711 122,146 88.7 20,173,552 222,404,402 197,843 222,008,113 444,214,672

納入
保険料

交付金
手持

共済掛金

合計

疾
病
傷
害
共
済

　　　　　　項目
　区分

有資格
頭数

34,863 102,519,65515,900,18097.6

1,612 79.6 508,776 2,512,317

死
亡
廃
用
共
済

徴収
共済掛金事業計画

頭数
引受頭数

引受頭数／
事業計画頭数

共済金額



（参　考）

％ ％ ％ ％
93.7 105.7 143.0 111.4

円
191,366

頭 円
67.1 12,840,966

％ ％ ％ ％
91.5 79.5 91.5 80.3

円
220,059

頭 円
42.8 9,421,778

％ ％ ％ ％
96.3 94.8 95.2 94.5

円
261,246

頭 円
28.3 7,383,635

％ ％ ％ ％
95.4 96.9 99.0 98.8

円
379,298

頭 円
111.8 42,400,480

％ ％ ％ ％
116.7 127.3 91.7 86.9

円
211,357

頭 円
2.0 422,714

％ ％ ％ ％
100.0 92.1 106.1 105.2

円
275,743

頭 円
2.7 742,385

％ ％ ％ ％
85.7 77.4 78.3 83.8

円
63,868

頭 円

422.2 26,963,000

区分 共済目的 事　　項 組合員数 引受頭数 共済金額引受戸数

１頭当たり

徴収共済掛金

前年度対比

59

285

13

前年度対比

7

１組合員当たり

１組合員当たり

１組合員当たり

死
亡
廃
用
共
済

繁殖用雌牛

１頭当たり搾乳牛

前年度対比

育成・肥育牛

前年度対比

前年度対比

１組合員当たり

１頭当たり

１組合員当たり

１頭当たり

種豚

前年度対比

１頭当たり6

１組合員当たり

375

育成乳牛 54

繁殖用雌馬 １頭当たり

１組合員当たり

前年度対比

１頭当たり

育成・肥育馬



区分 共済目的 事　　項 組合員数 引受頭数 共済金額引受戸数 徴収共済掛金

％ ％ ％ ％
88.9 86.3 91.7 92.2

円
13,600

頭 円
3,484.6 47,390,750

％ ％ ％ ％
- - - -

円
-

頭 円

- -
％ ％ ％ ％

88.1 83.4 96.5 89.4
円

16,437
頭 円

61.7 1,014,644
％ ％ ％ ％

95.4 97.4 106.2 96.8
円

9,089
頭 円

84.9 771,746
％ ％ ％ ％

100.0 95.1 94.8 99.1
円

13,026
頭 円

2.8 36,286
％ ％ ％ ％

150.0 150.0 167.6 294.9
円

41,333
頭 円

1.0 41,333

死
亡
廃
用
共
済

　搾乳牛（△4戸）、育成乳牛（△5戸）、繁殖用雌牛（△11戸）、育成・肥育牛（△18戸）は廃業等に伴う減少があった。
　死亡廃用共済は、引受延戸数は39戸減少、種豚及び肉豚１件の継続中止もあり引受頭数は7,316頭減少、共済金額も171,544千円減少した。
　疾病傷害共済は、引受延戸数は25戸減少、飛騨の大型酪農家１件の継続中止もあり引受頭数は1,570頭減少したが、高い付保割合での加入推進に
努めて共済金額は14,781千円増加した。

前年度対比

１頭当たり

（ア）引受の概況

１組合員当たり

１組合員当たり

１組合員当たり

3 １頭当たり

１組合員当たり

0

59

374

14

8

種雄牛

疾
病
傷
害
共
済

乳用牛

前年度対比

１頭当たり

種雄牛

前年度対比

１頭当たり肉豚

前年度対比

一般馬

前年度対比

１頭当たり

１組合員当たり

肉用牛

前年度対比

１頭当たり

１組合員当たり



（事　故）

死亡頭数 廃用頭数 総頭数 支払共済金 件数 支払共済金
頭 頭 頭 円 件 円

搾乳牛 99 108 207 20,422,011 乳用牛 3,162 32,355,521

育成乳牛 28 4 肉用牛 16,275 133,260,297

（子牛等）※ 24 1 一般馬 11 92,502

繁殖用雌牛 78 59 137 29,560,916 種豚 0 0

育成・肥育牛 817 195 種雄牛 0 0

（子牛等）※ 512 1 種雄馬 0 0

繁殖用雌馬 0 0 0 0 計 19,448 165,708,320

育成・肥育馬 2 0 2 649,600

種豚 0 0 0 0

肉豚 0 0 0 0

種雄牛 0 0 0 0

種雄馬 0 0 0 0

計 1,024 366 1,390 241,579,316 令和７年４月～令和８年３月請求集計

※内数

（イ）事故発生の概況

　死廃事故

　病傷事故 　全畜種合計における前年対比で、件数は735件（前年対比96.4%）減少、支払共済金も10,685千円（前年対比
93.9%）減少した。病傷事故のほとんどが牛で発生しており、発生に占める割合は件数、支払共済金ともに99.9％と
なっている。
　頭数被害率（病傷頭数／引受頭数）は、前年対比で乳用牛が81.9％から86.8％に増加、肉用牛は50.9％から51.2％
に増加、一般馬は46.3％から28.2％に減少した。乳用牛および肉用牛において繁殖障害のカルテの増加が認められ、
また大規模な肥育農家における肺炎および腸炎のカルテの増加が認められた。

　全畜種合計における前年対比で、頭数は143頭（前年対比90.7％）減少、支払共済金も12,118千円（前年対比
95.2％）減少した。
　頭数被害率（死廃頭数／引受頭数）は、前年対比で搾乳牛が7.1％から5.2％と減少、育成乳牛が2.2％から1.4％に
減少、繁殖用雌牛が2.0％から1.7％とやや減少、育成・肥育牛が2.4％で変化なし、繁殖用雌馬が18.2％から0％に減
少、育成肥育馬が2.6％から5.7％に増加した。搾乳牛のダウナー症候群および関節炎による死廃事故の減少、育成乳
牛および育成肥育牛の胎児死による事故の減少が認められた。

　　　　  項目
　区分

死廃共済 　　　　  項目
　区分

疾病傷害共済

1,012 190,102,770

32 844,019



（損害防止）

頭(回) 円

0

（診療所）

有資格頭数 加入頭数 共済事故 事故外 特損 一般・検診 経費概算

人 頭 頭 件 件 頭(回) 頭(回) 円

岐阜県農業共済組合
家畜診療所

5 51,706 35,441 2,210 882 0(0) 88(12) 11,640
無獣医地区
（上之保）
の検診

摘　　　要

未実施

無獣医地区の検診を行った

損害防止事業
適用

未実施特定損害防止

対象頭数又は回数 経費概算

一般損害防止

検診

実施種目

0

0

管内
診療所名 職員数

診療件数

0

127(12） 11,640



（３）果樹共済関係

（引　受）

徴収共済掛金
交付金又は

納入保険料(△)
手持共済掛金

(A) (B) (A)±(B)
人 ａ 円 円 円 円

74 2,296.1 30,548,000 477,377 325,326 802,703

74 2,296.1 30,548,000 477,377 325,326 802,703

3 369.3 19,074,000 504,093 8,976 513,069

3 369.3 19,074,000 504,093 8,976 513,069

17 802.2 31,677,000 286,139 △ 23,641 262,498

17 802.2 31,677,000 286,139 △ 23,641 262,498

68 1,567.0 28,190,000 320,838 200,694 521,532

61 1,913.5 26,570,000 409,485 279,058 688,543

129 3,480.5 54,760,000 730,323 479,752 1,210,075

149 4,652.0 105,511,000 1,520,555 465,087 1,985,642

2 295.7 19,035,000 611,241 △ 129,935 481,306

2 295.7 19,035,000 611,241 △ 129,935 481,306

14 581.4 22,977,000 196,006 △ 16,177 179,829

14 581.4 22,977,000 196,006 △ 16,177 179,829

59 1,296.3 24,874,000 311,230 194,655 505,885

55 1,580.1 21,936,000 268,911 78,165 347,076

114 2,876.4 46,810,000 580,141 272,820 852,961

130 3,753.5 88,822,000 1,387,388 126,708 1,514,096

（ア）引受の概況 引受面積 結果樹面積 引受率 前年対比 計画達成率
a a ％ ％ ％

りんご 295.7 7,400 4.0 80.1 128.0

なし 581.4 11,100 5.2 72.5 74.1

かき 2,876.4 120,000 2.4 82.6 71.0

８年産りんご　　廃業により引受戸数が１戸減少（前年対比66.7％）し、引受面積も73.6ａ減少（前年対比80.1％）した。

８年産なし　　　収入保険に移行等により引受戸数が３戸減少（前年対比82.4％）し、引受面積も220.8ａ減少（前年対比72.5％）した。

８年産かき　　　廃業等により引受戸数が15戸減少（前年対比88.4％）し、引受面積も604.1ａ減少（前年対比82.6％）した。

共済金額

５
年
度

かき
災害収入共済方式（６年産）

計

計

年
度

果樹区分 組合員数 引受面積

合計

６
年
度

りんご
半相殺減収総合一般方式（７年産）

計

なし
半相殺減収総合短縮方式（７年産）

計

かき

半相殺減収総合短縮方式（７年産）

災害収入共済方式（７年産）

７
年
度

りんご
半相殺減収総合一般方式（８年産）

計

なし
半相殺減収総合短縮方式（８年産）

計

かき

半相殺減収総合短縮方式（８年産）

災害収入共済方式（８年産）

計

合計



（被　害）
共済金
共済金額

人 円 ％

半相殺減収総合一般方式（７年産） 2 1,196,010 6.3

半相殺減収総合短縮方式（７年産） 5 363,850 1.1

半相殺減収総合短縮方式（７年産） 15 478,200 1.7

災害収入共済方式（６年産） 35 6,439,974 21.1

57 8,478,034 7.7

（イ）被害の概況

りんご

なし

　

かき

（ウ）評価の概況

りんご 実測調査を実施し、適正な損害評価に努めた。

なし 実測調査を実施し、適正な損害評価に努めた。

かき 半相殺方式は、岐阜支所は検見及び実測調査、西濃支所は実測調査を実施し、適正な損害評価に努めた。

災害収入共済方式は、被害申告のあった農家の出荷量等を調査し、適正な損害評価に努めた。

災害収入共済方式
　令和６年８月以降カメムシの園地飛来が広範囲に顕著となり、吸汁害が多発し減収した。また梅雨時期の降雨の影響
で炭疽病が発生し、山沿いの風通しの悪い地域で８月下旬の降雨により炭疽病が多発し減収した。
半相殺減収総合短縮方式
　令和７年７月下旬からの高温少雨や直射日光の影響では、果実表面温度の上昇、樹体の水分ストレスにより日焼け
果、シワ果が発生し減収した。一部の園地ではカラスによる食害が発生し減収した。

果樹区分
被害

組合員数
共済金

かき

なし

りんご

計

　令和７年４月下旬から５月上旬にかけての花蕾の露出期、着色期、開花期において降霜が複数回発生し、受粉器官が
安全限界温度（-2.1～-1.5℃）を下回る低温にも遭遇したため、果実の表皮が褐変しザラザラしたサビ果が多発し減収
した。

　令和７年８月～９月の高温・少雨の影響で日焼け果や果肉部外側から内部が水浸状となる「煮え果症」や、落果が晩
生品種で多発し減収した。



（支　払）

共済金
円 円 円 円 円 円 ％

りんご 半相殺減収総合一般方式（７年産） 3月9日 1,196,010

なし 半相殺減収総合短縮方式（７年産） 2月9日 363,850

かき 半相殺減収総合短縮方式（７年産） 2月9日 478,200

2,038,060 136,980 1,297,099 603,981 0 0 100.0

かき 災害収入共済方式（６年産） 6月30日 6,439,974 4,989,708 802,703 647,563 0 0 100.0

8,478,034 5,126,688 2,099,802 1,251,544 0 0 100.0

（損害防止）
　　　損害防止助成

・防除報作成補助金（10,000円）

果樹区分 支払月日
実支払
共済金

共　済　金　支　払　財　源 実支払
共済金

保険金
手持掛金
充当額

法定積立金
充当額

特別積立金
充当額

その他

補助事業者等が行った果樹損害防止事業に助成した。

その他の引受方式　合計

計



（４）畑作物共済関係

（引　受）

徴　　収
共済掛金

交付金又は
納入保険料(△)

手　　持
共済掛金

(A) (B) (A)±(B)
人 ａ 円 円 円 円

全相殺大豆 46 48,734.4 123,400,733 4,837,990

半相殺大豆 0 0.0 0 0

延 46

実 44

人 ａ 円 円 円 円

全相殺大豆 41 53,504.0 102,384,564 4,485,375

半相殺大豆 0 0.0 0 0

延 41

実 40

（参　考）

％ ％ ％ ％

90.9 109.8 83.0 92.7
％ ％

122.1 100.1
円

19,136
ａ 円

1,337.6 2,559,614

（ア）引受の概況

７
年
度

計 53,504.0 102,384,564 4,485,375 1,483,915 5,969,290

2,170,828 7,008,818

　７年度の引受戸数は４戸減少し（前年対比90.9％）、引受面積は4,769.6a増加し（前年対比109.8％）、共済金額は21,016,169円
減少した（前年対比83.0％）。引受増減の主な理由は、加入者が収入保険との間で移行したため。

６
年
度

計 48,734.4 123,400,733 4,837,990

事　　項 組合員数

７
年
度

年
度

共済目的

大豆

年
度

　　　　項目

畑作物区分
引受面積 共済金額組合員数

前年度対比

１組合員当たり

10a当たり

事業計画対比

引受面積 共済金額 徴収共済掛金



（被　害）

共済金

共済金額

人 円 ％

全相殺大豆（５年産） 26 7.7

半相殺大豆（６年産） － －

延 26
実 25

全相殺大豆（６年産） 38 33.4

半相殺大豆（７年産） － －

延 38
実 37
延 38
実 37

（イ）被害の概況

（ウ）評価の概況

　　　　　　項目

畑作物区分

計

　６年産の主な被害は、栽培期間を通して高温で推移したことで害虫が多く確認され、ハスモンヨトウ等のチョウ目害虫による被害
が多発した他、カメムシ類の吸汁被害が発生した。また、西濃支所管内では８月下旬の台風10号による冠水被害も発生した。山間部
ではシカ等による獣害も発生した。
　半相殺方式の引受は無かった。
　全相殺方式は、被害面積45,498.1a、共済減収量155,613kg、共済金41,245,526円、金額被害率33.4％（前年7.7％）となった。
　
　７年産の主な被害は虫害で、ハスモンヨトウ等のチョウ目害虫による食害や、カメムシ類による被害が発生した。また、土壌湿潤
害による生育不良や、シカによる獣害も発生した。
　全相殺方式について、被害申告のあった農家の出荷量を調査、取りまとめ中である。

　全相殺方式は、被害申告のあった農家の出荷量を調査し、適正な損害評価に努めた。
　損害評価会を５月28日に開催し、当初評価高案の諮問・答申を経て国へ当初評価高を提出した。異常災害だったため、国の認定が
下りた後に組合員へ共済金を支払った。

計 41,245,526 33.4

41,245,526 33.4６年産計

年
度

被害組合員数 共　済　金

9,290,671

41,245,526

－

－

9,290,671 7.7

６
年
度

７
年
度



（支　払）

共済金

円 円 円 円 円 円 ％

41,245,526 29,157,807 7,008,818 5,078,901 0 0 100.0

（損害防止）

　実施なし

41,245,5266月9日

実支払
共済金

保険金
手持掛金
充当額

法定積立金
充当額

特別積立金
充当額

その他

年
度

　　　　　　項目

畑作物区分
支払月日

実支払
共済金

共　済　金　支　払　財　源

計

７
年
度

100.0全相殺大豆（６年産）



（５） 園芸施設共済関係

（引　受）

組合員数 引受棟数 設置面積 共済価額 共済金額
徴収共済
掛金
(A)

 交付金又は
納入保険料

(B)

手持共済
掛金
(A±B)

人 棟 a 千円 千円 円 円 円

Ⅰ類 （木　造）

Ⅱ類 （鉄　骨） 44 80 1,015 1,807,239 1,588,807 860,291 494,047 1,354,338

Ⅰ類 （木　竹） 1 1 3 524 419 6,995 6,874 13,869

Ⅱ類 （パイプ） 752 2,953 6,662 1,948,758 1,521,212 7,651,838 3,497,842 11,149,680

Ⅲ類  （鉄骨下） 149 231 2,162 1,668,824 1,399,179 2,830,204 1,447,993 4,278,197

Ⅳ類(甲) （鉄骨中） 57 85 923 853,041 633,163 815,484 588,348 1,403,832

Ⅳ類(乙) （鉄骨中） 77 117 1,409 1,619,091 1,324,161 788,481 563,761 1,352,242

Ⅴ類 （鉄骨上） 9 19 62 58,728 32,243 77,959 49,200 127,159

Ⅵ類 （雨よけ等） 948 15,178 32,117 6,979,541 5,386,251 31,857,369 21,079,032 52,936,401

Ⅶ類 （多目的ﾈｯﾄ）

2,037 18,664 44,355 14,935,746 11,885,435 44,888,621 27,727,097 72,615,718

（ア）引受の概況

ガ
ラ
ス
室

　　　　　　　　　項目

  施設区分

　廃業などの未継続があったが、62戸の新規加入により引受戸数が12戸増加(前年対比101%)し、引受棟数は前年より384棟多い18,664棟
(前年対比102.1%)、共済金額は599,105千円多い11,885,435千円(前年対比105.3％)となった。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ハ
ウ
ス

計



（被　害）

共済金

共済金額

人 棟 基 円 円 円 円 円 円 円 ％

Ⅰ類 （木　造）

Ⅱ類 （鉄　骨）

Ⅰ類 （木　竹）

Ⅱ類 （パイプ） 42 50 4,604,556 3,359,066 294,248 3,653,314 0.24

Ⅲ類  （鉄骨下） 5 5 474,000 379,197 379,197 0.03

Ⅳ類(甲) （鉄骨中） 2 2 211,838 8,013 161,456 169,469 0.03

Ⅳ類(乙) （鉄骨中）

Ⅴ類 （鉄骨上）

Ⅵ類 （雨よけ等） 10 18 2,958,543 2,366,828 2,366,828 0.04

Ⅶ類 （多目的ﾈｯﾄ）

59 75 0 8,248,937 6,113,104 0 455,704 6,568,808 0.06

（イ）被害の概況

（ウ）評価の概況

　　　　　　　　　項目

　施設区分

被害

損害の額
撤去費用組合員数

共済金

　迅速な評価対応と早期支払いに努めた。また、大災害時に備え、損害評価方法及び支所間等の応援体制の強化を図った。

　主な被害は、特定園芸施設では突風による風害が全管内で発生したほか、冬季に伴う寒波の影響で山間部を中心に雪害が発生した。施設内農作物で
は７月の集中豪雨により一部地域で水害などが発生した。風害の被害棟数は前年より９棟少ない49棟で全体の65.3％、共済金は382,595円多い
2,770,922円で全体の42.2％を占めた。雪害の被害棟数は前年より189棟少ない17棟で全体の22.7％、共済金は38,339,982円少ない3,245,106円で全体
の49.4％を占めた。合計の被害棟数は前年より185棟少ない75棟、共済金は40,884,582円少ない6,568,808円であった。

合計

ガ
ラ
ス
室

プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
ハ
ウ
ス

計

棟数
附帯
施設数

特定
園芸施設

附帯施設
施設内
農作物

復旧費用



（支　払）　令和６年度事故に係る共済金　①

手持掛金 法定積立金 特別積立金

充当額 充当額 充当額 共済金

円 円 円 円 円 ％

817,980 412,919 405,061 0 0 0 100.0

（支　払）　令和７年度事故に係る共済金　②

手持掛金 法定積立金 特別積立金

充当額 充当額 充当額 共済金

円 円 円 円 円 ％

6,568,808 1,799,757 4,769,051 0 0 0 100.0

（支　払）　令和７年度実績　③＝①＋②

手持掛金 法定積立金 特別積立金

充当額 充当額 充当額 共済金

円 円 円 円 円 ％

7,386,788 2,212,676 5,174,112 0 0 0 100.0

その他
実支払共済金

共済金支払財源
実支払
共済金

保険金

実支払共済金

共済金支払財源
実支払
共済金

保険金 その他

実支払共済金

共済金支払財源
実支払
共済金

保険金 その他



（６）任意共済関係

１　建物共済

（引　受）

一棟当たり

純共済掛金 賦課金 平均共済金額
棟 万円 円 円 万円 円 円

火災共済 24,696 34,428,912 129,661,158 100,156,663 1,394

総合共済 5,514 7,003,380 122,318,184 45,987,235 1,270

計 30,210 41,432,292 251,979,342 146,143,898 1,371 145,039,195 42,242,395

（注）総共済掛金額 398,123,240円

火災30％、総合（地震等）50％、総合（地震等以外）30％

事務費賦課割合から保険事業比率（4.5％）を控除した率

（ア）引受の概況

（事　故）

加入総共済金額 被害率

① 火災等 自然災害 ②／①
棟 万円 円 円 円 ％

火災共済 105 34,428,912 66,164,349 0.0192

総合共済 139 7,003,380 6,804,278 26,299,156 0.0473

計 244 41,432,292 72,968,627 26,299,156 29,780,244 0.0240

　火災共済からの移行などにより総合共済は前年より100棟(前年対比101.8％)、共済金額は225,859万円(前年対比103.3％)増加し
たが、火災共済は前年より1,274棟(前年対比95.1％)、共済金額は1,579,369万円(前年対比95.6％)減少した。加入棟数全体では
1,174棟(前年対比96.3％)、共済金額では1,353,510万円(前年対比96.8％)減少した。

支払共済金　②
事故棟数 備考任意保険金種類

保険手数料

　　　任意保険割合

　　　保険手数料割合

任意保険料
　　　　　　　項目
　区分

加入棟数 共済金額
共済掛金



原因別事故発生状況

加入総共済金額 支払共済金 被害率

① ② ②／①
棟 円 円 円 ％

融雪 74 23,233,496

落雷 74 8,495,296

建物外部からの物体の落下等 25 3,539,193

盗難による汚損・毀損 17 985,383

類焼 9 54,956,573

建物内部での車両の衝突 9 1,538,841

その他の雪害 9 1,209,237

強風 7 602,774

車両の飛び込み等 5 294,752

水道管凍結 5 226,654

給排水設備 4 404,643

その他の原因による火災 2 2,368,710

土砂崩れ 1 966,727

積雪（暴風雪） 1 203,303

電気配線等の漏電 1 158,582

雹害 1 83,619

計 244 414,322,920,000 99,267,783 29,780,244 0.0240

（イ）事故の状況

　事故棟数は前年より6棟（火災△41棟、総合＋47棟）増加（前年対比102.5％）し、共済金は1,236万円（火災＋1,594万円、総合
△359万円）増加（前年対比114.2％）した。主な事故原因は前年より65棟増加（前年対比822.2％）した融雪、前年より56棟減少
（前年対比56.9％）した落雷で、棟数全体の60.7％を占めた。共済金は火災に伴う類焼が前年より4,851万円増加（852.0％）し、
共済金全体の55.4％を占めた。

事故の原因 事故棟数 任意保険金 備考



２　農機具共済
（引　受）

一台当たり

純共済掛金 賦課金 平均共済金額
台 万円 円 円 万円

3,820 1,469,779 124,249,125 22,644,853 385

（ア）引受の概況

（事　故）

加入総共済金額 支払共済金 被害率

① ② ②／①
台 万円 円 ％

234 1,469,779 48,270,700 0.3284

原因別事故発生状況

加入総共済金額 支払共済金 被害率

① ② ②／①
台 円 円 ％

接触 156 29,441,322
異物の巻込み 44 8,890,919
転覆 5 4,140,378
火災 1 1,755,864
衝突 11 1,597,637
墜落 6 1,258,251
飛び石 8 769,068
その他 2 341,405
その他不慮の事故 1 75,856

計 234 14,697,790,000 48,270,700 0.3284

（イ）事故の状況

事故の原因 事故台数

　事故台数は前年より148台（前年対比61.3％）、共済金は5,464万円（前年対比46.9％）減少した。加入台数の減少に伴い事故台数、
共済金が減少したことが大きかった。
　主な事故原因は前年度同様に接触、異物の巻き込みによるもので事故台数全体の85.5％を占めた。いずれも前年より事故台数は減少
した。

事故台数

加入台数 共済金額
共済掛金

　加入台数は前年より1,125台（前年対比77.2％）、共済金額は331,192万円（前年対比81.6％）減少した。令和６年10月からの仕組改
定による掛金率の上昇や14年経過した農機具の引受停止などに伴う継続中止の影響が大きかった。



（７）農業経営収入保険関係（受託事業）

（引　受）

個人 法人 合計 加入者負担 国庫負担 計 加入者負担 国庫負担 計
経営体 経営体 経営体 円 円 円 円 円 円 円 円

916 305 1,221 23,005,861,464 17,273,335,077 172,505,376 172,504,775 345,010,151 501,126,751 1,503,378,514 2,004,505,265

　令和７年度は1,300経営体の目標に対し1,221経営体の引受けとなり、目標達成率は93.9％であった。その中でも新規加入が117経営体あり、加入

経営体数は前年度比106.3％と増加した。

　加入者の営農品目では米、麦、大豆が多く、他の作物ではトマト、かき、いちご、ほうれんそう、菌床生しいたけが加入上位品目となっている。

　新規加入推進として、作物価格が高く推移している米、トマト農家へ推進を行い、81経営体が加入した。

（事　故）

・支払

経営体数 保険金 特約補塡金 保険金計
経営体 円 円 円

1 2,602,911 1,980,758 4,583,669

116 52,489,401 81,868,437 134,357,838

25 20,264,228 15,968,268 36,232,496

142 75,356,540 99,817,463 175,174,003

　夏場の高温により水稲やトマト、ほうれんそう、いちごなどの野菜の他、花きにも生育不良が発生し収入減となった。

　全体で142経営体に1億7,517万円の保険金が支払われた。

・つなぎ融資

経営体数 融資金額
経営体 円

13 38,234,667

13 38,234,667

　夏場の高温により収入減少見込みとなった花き(きく・バラ)、いちご、ほうれんそう農家や収穫期の豪雨による冠水で腐敗が発生し収穫不能と

　　なったばれいしょ農家等13経営体に3,823万円のつなぎ融資(保険金の前払い)がなされた。

積立金

令和７年

計

令和５年

令和６年

令和７年

計

加入年

加入年

経営体数
基準収入金額 補償金額

保険料


